
災害時における物資の供給等に関する協定書 

 

千葉市（以下「甲」という。）と株式会社ケーヨー（以下「乙」という。）は、千葉市内におい

て、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に定める災害が発生し、又は発生す

るおそれがある場合（以下「災害等」という。）、における必要な物資（以下「物資」という。）の

供給等に関して次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害等において甲が乙の協力を得て、地域住民に対して物資の供給、及び乙の 

指定する店舗及び駐車場（以下、「提供施設」という。）を利用するために必要な事項を定めるも 

のとする。 

 

（要請） 

第２条 甲は、災害等において、物資を調達する必要があると認めるときは、乙に対し、その保有す 

る物資の供給を要請することができる。 

２ 甲は、災害等において、被災者に対し提供施設を車中泊避難者の受け入れ場所及び浸水想定区域等 

から退避する車両（以下、「退避車両」という。）の受け入れ場所として提供するよう要請することが 

できる。 

 

（協力の範囲） 

第３条 甲が乙に供給を要請する物資は、乙及び乙の取引先が保有する物資のうち、乙により提供可

能なものとする。 

２ 乙は、甲の要請に基づき、提供施設の使用が可能と判断したときは、車中泊避難者の受け入れ 

場所及び退避車両の受け入れ場所として提供するものとする。 

 

（要請の方法） 

第４条 第２条の要請は、様式１「協力要請書」によって行うものとする。ただし、文書により要請 

するいとまがないときは、口頭により要請し、事後、速やかに文書を交付するものとする。 

 

（要請に基づく乙の措置） 

第５条 乙は、第２条の要請を受けたときは、その要請事項について、可能な範囲において支援を実 

施するものとする。ただし、甲から乙が要請を受けた時点で、物流ラインの断絶等により要請のと

おりに物資の供給ができない場合、乙にて物資の調達の可否を決定し、引渡し日時及び個数につい

ては、甲乙協議の上、決定するものとする。 

 

（物資の引渡し） 

第６条 物資の引渡し場所は、甲が指定するものとし、引渡し場所までの物資の運搬は、原則として 

乙が行うものとする。ただし、乙の運搬が困難な場合は、別に甲の指定する者が行うものとする。 

２ 甲は、該当場所に職員又は甲の指名する者を派遣し、要請にかかる物資を確認の上、乙から引渡 

しを受けるものとする。 

 



（物資の価格） 

第７条 物資の価格は、災害発生直前における適正な価格（乙が引渡しのための輸送を行った場合 

は、その輸送費を含む。）を基準とし、甲乙協議の上、決定するものとする。 

 

（提供施設の開設及び管理運営） 

第８条 提供施設の開設及び管理運営は、甲乙協議の上、決定するものとする。 

 

（提供施設の閉鎖） 

第９条 乙は、次の各号に該当する場合、提供施設を閉鎖し、車中泊避難者及び退避車両の退去を求 

めることができるものとする。 

（１）甲が、提供施設の提供の必要がなくなったと判断し、乙に連絡した場合 

（２）乙が、提供施設の安全点検を実施した結果、安全を確保できないと判断し、乙が甲に連絡した

場合 

（３）第２条第２項又は第３条第２項に基づき提供施設を使用する者（以下「使用者」という。）に

よる迷惑行為、事故、提供施設以外の場所の占有又は利用等があり、乙が甲に連絡した場合 

（４）その他、合理的な理由により、乙が提供施設の閉鎖を求め、甲がこれを了承した場合 

２ 前項に基づく使用者の退去に当たっては、甲は責任をもって対処するものとする。 

 

（対価及び費用の負担） 

第１０条 甲の要請に基づき乙が供給した物資の対価及び運搬に要した費用は、甲が負担するものと 

する。 

２ その他、甲の要請に基づき乙が行った第３条で定める協力に要した費用は、甲が負担するものと 

し、その金額等については、甲乙協議の上、決定するものとする。 

 

（対価及び費用の支払い） 

第１１条 前条の規定による対価及び費用は、乙からの請求により甲が支払うものとし、甲は請求が 

あったときは、その内容を確認し、甲乙協議の上、適切な時期に支払いを行うものとする。 

 

（災害補償） 

第１２条 甲の要請に基づく協力業務に従事した者が、そのため死亡し、負傷し若しくは疾病にかかり、 

又は障害の状態となったときの災害補償については、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０ 

号）により対処するものとし、その適用がない場合は、千葉市消防団等公務災害補償条例（昭和４１ 

年千葉市条例第２６号）の規定により対処する。 

 

（危険負担） 

第１３条 本協定に基づく物資の配送・輸送につき、物資が甲に引き渡されるまでの滅失・毀損等

の危険は乙が負担し、引渡し後の当該危険は甲が負担するものとする。 

 

（損害） 

第１４条 乙が第２条第２項の要請を受諾した場合、乙又は乙が受け入れた車中泊避難者に損害が発生

したとき、又は発生するおそれがあるときは、甲乙協議の上対応を検討するものとする。 

 



２ 乙が受け入れた車中泊避難者が、乙の施設・備品等に損害を与えた場合 の復旧に係る費用につい

ては、乙は損害を与えたものに直接請求するものとする。この場合において、損害を与えた者が特

定できない場合は、 原則として甲が負担するものとする。 

 

（連絡先等確認） 

第１５条 甲及び乙は防災協力に関する事項の伝達を円滑に行うため、甲乙双方の連絡先及び連絡責 

任者等を様式２「連絡担当者確認書」により定めるものとする。ただし、内容の変更が生じた場合 

は速やかに相手先に報告するものとする。 

 

（協力事項） 

第１６条 この協定内容のほか、災害応急対策や家具転倒防止対策等の予防啓発など、甲の取組に対 

し、乙は可能な範囲で協力するとともに、平常時から物資の供給等についての情報交換を行い、災 

害等に備えるものとする。 

 

（協議） 

第１７条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、その都度、甲乙協 

 議して定めるものとする。 

 

（千葉県との協議） 

第１８条 本協定の履行にあたっては、災害救助法第２条の３に基づき、必要に応じ千葉県知事によ

る連絡調整が行われるものとする。 

 

（有効期限） 

第１９条 本協定の有効期間は、令和５年９月１日から１年間とする。ただし、有効期間満了の日の 

１か月前までに、甲乙いずれからも書面による協定解消の申し出がないときは、有効期間は、同様 

の内容でさらに1年間延長されるものとし、以後も同様とする。 

 

 

 

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、それぞれ１通を保有するものとす

る。 

 

令和５年８月３１日 

甲       千葉県千葉市中央区千葉港１番１号 

千葉市 

千葉市長      

 

乙       千葉県千葉市若葉区みつわ台一丁目28番1号 

株式会社ケーヨー 

代表取締役社長   


